
42	 国際文化研修2017秋　vol. 97 	 国際文化研修2017秋　vol. 97 43

１　地方公共団体にとっての公
益通報の意義

　公益通報者保護法（以下「本法」という）は、
2004（平成16）年６月18日に公布され、2006

（平成18）年４月１日に施行された。本法２条
２項で定義されている「公益通報」は、労働
基準法９条に規定する労働者（本法２条１項
柱書）、すなわち、職業の種類を問わず、事業
または事務所に使用される者で、賃金を支払
われる者をいうため、公務員も含まれる。し
たがって、地方公務員も、自己が勤務する地
方公共団体において本法が定める通報対象事
実について公益通報（以下「内部通報」という）
を行うことができる。かかる内部通報は、地
方公共団体にとって、コンプライアンスを確
保するための重要な手段であり、地方自治に
対する住民の信頼を確保することにもつなが
る。また、本法は、当該通報対象事実につい
て処分または勧告等をする権限を有する行政
機関に対する公益通報（以下「外部通報」と
いう）についても定めているが（２条１項柱
書）、そこでいう「行政機関」には、地方公共
団体の機関（議会を除く）も含まれるので（同
条４項２号）、地方公共団体の執行機関は、外
部通報を受ける立場にもある。かかる外部通
報は、地方公共団体にとって法執行のために
必要な情報を取得する重要な手段であり、適
切な法執行は、住民の生活の安定および社会

の健全な発展に資するものである。
　しかしながら、本法の施行後10年を経過し
た2016（平成28）年３月31日現在、市区町村
における通報・相談窓口の設置率は、内部通
報については52.1パーセント、外部通報につ
いては30.7パーセントにとどまっている。か
かる状況に鑑み、同年12月に公表された消費
者庁「公益通報者保護制度の実効性の向上に
関する検討会最終報告書」（以下「最終報告書」
という）では、市区町村が通報・相談窓口を
整備し、円滑、適切に通報制度を運用できる
よう、地方公共団体向けガイドラインを制定
することが適当であるとされた。これを受け
て、消費者庁は、最終報告書の提言内容や「公
益通報者保護法を踏まえた国の行政機関の通
報対応に関するガイドライン」等を踏まえて
地方公共団体向けガイドライン制定作業を進
め、すべての都道府県、市区町村に意見照会
を行い、2017（平成29）年７月31日に、「公益
通報者保護法を踏まえた地方公共団体の通報
対応に関するガイドライン（内部の職員等か
らの通報）」（以下「内部通報ガイドライン」
という）、「公益通報者保護法を踏まえた地方
公共団体の通報対応に関するガイドライン（外
部の労働者等からの通報）」（以下「外部通報
ガイドライン」という）を公表した。両ガイ
ドラインは、地方自治法245条の４第１項の規
定に基づく技術的な助言としての性格を有す
る。いまだ通報・相談窓口を設置していない
市区町村においては、上記ガイドラインを参
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考にして、可及的速やかに公益通報体制を整
備する必要がある。また、すでに通報・相談
窓口を設置している地方公共団体（すべての
都道府県は内部通報および外部通報の双方に
ついて、通報・相談窓口を設置済みである）も、
上記ガイドラインを参考にして、公益通報へ
の対応体制を強化することが期待されている。
そこで、以下において、両ガイドラインの要
点について解説する。

２　ガイドラインの要点

（１）対象の拡大
　両ガイドラインは、本法よりも通報対象を
拡大している。すなわち、内部通報ガイドラ
イン（１、２（６））では、通報対象事実の
範囲について、本法に定める通報対象事実の
みならず、各地方公共団体が定める条例、規
則その他の規程に違反する事実その他適正な
業務の推進のために各地方公共団体において
定める事実についても、通報を受け付けるこ
ととされている。また、外部通報ガイドライ
ン（１、２（８））では、本法の通報対象事実
に係る地方公共団体の執行機関への外部通報
の要件を労働者要件を除き満たしている通報、
通報対象事実以外の法令（条例、規則その他
の規程を含む）違反に関する事実（当該地方
公共団体の執行機関が処分または勧告等をす
る権限を有するもの）に係る通報についても、
本法の公益通報に準ずる通報として、必要な
調査を行い、適当な措置を講ずるべきとして
いる。
　通報者の範囲について、内部通報ガイドラ
イン（２（７））では、当該地方公共団体の職
員および当該地方公共団体の契約先の労働者
のほか、退職者や契約先事業者等、当該地方
公共団体の法令遵守を確保する上で必要と認
められるその他の者からの通報も受け付ける
こととされ、さらに、当該地方公共団体の住
民等からの通報も受け付けることができると
されている。また、外部通報ガイドライン（２

（７））では、労働者のほか、退職者や役員、
取引先事業者等、事業者による法令違反行為

を知りうる立場にある者も、通報者に含める
べきとの立場がとられている。

（２）通報・相談窓口の設置における柔軟性の
確保

　内部通報ガイドライン（２（２）③④）で
は、人員、予算等の制約により専用の通報・
相談窓口を設置することが困難な地方公共団
体にあっては、通報に関する秘密保持および
個人情報の保護に留意した上で、他の類似し
た目的のために当該地方公共団体に設置され
た窓口（職員倫理やパワハラに関するヘルプ
ライン等）を活用したり、他の地方公共団体
と連携および協力して事務を行う仕組み（協
議会の設置、機関等の共同設置、事務の委託
または代替執行等）を活用したりすることも
できるとされている。また、同様の地方公共
団体による外部通報に係る通報・相談窓口の
設置について、外部通報ガイドライン（２（２）
②③）では、当該地方公共団体に設置された
総合窓口、公聴窓口、消費生活センターまた
は消費生活相談窓口等を活用したり、上記の
ような広域連携の仕組みを活用したりするこ
ともできるとされている。
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